
3 栄養成分表示の義務化に係る小規模事業者の考え方
（第三条第三項の表の栄養成分の量及び熱量の項の五、第三十二条第五項の表の栄養成分の量及び熱量の項の三、附則第六条関係）

＜パブコメ案＞
・義務となる熱量、たんぱく質、脂質、炭水化物及びナトリウム（「食塩相当量」で表示）の表示を省略できる
小規模事業者を、消費税法第９条に規定する小規模事業者（課税期間の基準期間における課税売上高
が1000万円以下の事業者）とする。

＜修正案＞
・当分の間、中小企業基本法（昭和三十八年法律第百五十四号）第二条第五項に規定する小規模企業者
（おおむね常時使用する従業員の数が20人（商業又はサービス業に属する事業を主たる事業として営む
者については、５人）以下の事業者）についても、栄養成分表示の省略を認める。
【理由】
・食品表示一元化検討会報告書において例外的取扱いとすべき小規模事業者は「家族経営のような零細
な事業者」であるが、特定の食品を製造する事業においては、売上高1000万円以下の製造事業者のみを
家族経営的な事業者と捉えることは限定的すぎる。

・食品表示一元化検討会報告書において、原則として、全ての加工食品に栄養成分表示を義務化する方
向性が示されているところ、中小企業基本法の小規模事業者を除いても、市場に流通する約９割の加工
食品に栄養成分表示がなされると考えられるため（２頁参照）、制度導入時における義務化の達成度合と
して許容できる。

・全事業者数（食品関連事業者以外を含む。）に占める免税事業者数の割合は約６割であるが（３頁参照）、
食品関連事業者においてはその割合が更に小さいことが推測される（２頁参照）。このため、食品関連の
課税事業者に対し、直ちに栄養成分表示を義務化することは困難と考える。
・ただし、省略規定を恒久的なものではなく「当分の間」としたのは、栄養成分表示を義務化する以上、表示
の省略を認める事業者の範囲はできる限り小さい方が望ましいことから、将来的にはこれらの事業者の
範囲について見直しを行う必要があると考えたためである。（「当分の間」の見直しスケジュールについて
は、４頁参照）

第31回食品表示部会 資料１ ８頁に加筆
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（百万円） %

３人以下（推計）※１ 169,434 0.6 17,629 9.6

４人～９人 647,951 2.4 12,265 52.8

１０人～１９人 1,231,595 4.6 7,058 174.5

２０人～２９人 1,596,270 5.9 3,875 411.9

３０人～４９人 1,485,910 5.5 1,955 760.1

５０人以上 21,924,865 81.0 4,238 5173.4

計 27,056,025 100.0 47,020 575.4

従業者規模
製造品出荷額等

企業数※２

１企業当たりの製造
品出荷額等の概数

（百万円）※３

（資料）経済産業省・工業統計調査（平成22年確報）より、
「食料品製造業」、「清涼飲料製造業」、「茶・コーヒー製造業」の結果を基に作成

※１ 推計による従業者３人以下の事業所に関する統計表（参考統計表）より
※２ 「３人以下（推計）」は、事業所数
※３ 製造品出荷額等を企業数で除したものであり、１企業当たりの平均から算出したものではない。

従業者規模別、製造品出荷額等について

8.4%

91.6 %

19人以下 20人以上
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【背景(つづき)】

・我が国の消費税法第９条第１項では、その課税期間の基準期間における課税売上高が
1,000万円以下の事業者は、小規模事業者として消費税を納める義務が免除されている。

（参考：消費税法第９条第１項）事業者のうち、その課税期間に係る基準期間における課税売上高が千万円以下である
者については、第五条第一項の規定にかかわらず、その課税期間中に国内において行った課税資産の譲渡等につき、
消費税を納める義務を免除する。ただし、この法律に別段の定めがある場合は、この限りでない。

・全事業者数に占める免税事業者数の割合は、次のとおり。
（単位：者、社）

全事業者数の状況 割合

課税
事業者数

個人 1,433,507 16.7％

法人 2,059,819 24.0％

免税

事業者数（推
計）

個人 4,250,893 49.5％

法人 836,913 9.8％

合計数 8,581,132 100％

（備考） 1. 免税事業者数については、平成22年度国勢調査（総務省）及び国税庁特別集計（平成21年）により推計。
2. 免税法人数（約84万社）は全法人数（約290万社）の３割程度。

（ 注 ） 平成23年度における事業者免税点制度の見直しについては考慮していない。

59.3％

出典：平成23年度 第24回 税制調査会(12月7日)参考資料（消費税について）より抜粋

栄養表示の対象事業者について（２／５）
第５回栄養表示に関する調査会
資料３ ４頁より
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小規模企業者の栄養成分表示の実施状況のフォローアップについて（イメージ）

食
品
表
示
法

（
内
閣
府
令
）

表
示
基
準

H30年H27.6まで H32年

５年（経過措置期間） 小規模企業者の栄養成分表示
の実施状況等を踏まえ、必要
な措置を検討する。

３年を経過した場合

食品表示法の施行状況を勘案
し、必要な措置を検討する。

一定期間（例えば、３年）

※新基準に基づく表示の推進
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